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第３期王寺町地域福祉計画及び地域福祉活動計画 

策定業務に関する公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１．目的 

   この要領は、第３期王寺町地域福祉計画及び地域福祉活動計画について、最も適した提案

を行った委託者を選定するため、公募型プロポーザル方式による受注事業者選定（以下「プロポ

ーザル」という。）に関して、必要な手続きを定めるものとする。 

２．業務概要 

(1) 業 務 名  第３期王寺町地域福祉計画及び地域福祉活動計画策定業務 

(2) 業務の詳細        別添「仕様書」のとおり 

(3) 業務量の目安 ７，５００，０００円（消費税を含む）を限度 

(4) 履 行 期 限 契約締結日の翌日から令和８年３月３１日まで 

            ただし、第２期計画の検証と調査業務は契約締結の日から令和７年

３月３１日まで 

 

２．参加資格 

 本プロポーザルの応募資格は、以下の条件を全て満たすものとします。 

 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないものであ

ること。 

(2) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立て中、又は更正手続

中でないこと。 

(3) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て中、又は再生手続

中でないこと。 

(4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴

力団」という。）、同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）の利益につな

がる活動を行う者又はこれらと密接な関係を有する者ではないこと。 

(5) 王寺町の入札参加資格の停止措置および保留の期間でないこと。 

(6) 過去５年間で同種業務の元請け実績が１件以上ある者であること。同種業務とは、「地域福

祉計画・地域福祉活動計画」とします。 

(7) 王寺町や王寺町職員等の間に資本関係及び人的関係がないこと。 

(8) 必要に応じて早急な訪問対応が可能な法人であること。 

(9) アンケート調査業務において、個人情報に関する扱いを適正に対応することが必須である

ことから、受託業者はプライバシーマークの認証を取得していること。 

 

３．手続き等 

（1）担当部局 

〒636－8511 奈良県北葛城郡王寺町王寺２丁目１番２３号 

王寺町 住民福祉部 福祉介護課 福祉係 

担当 中川 直林 
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TEL：0745-73-2001（内線 137、147） 

FAX：0745-73-6311 

E-mail：fukushikaigo-f@town.oji.nara.jp 

 

（2）企画提案書作成に関する質問の受付 

・提出方法 質問がある場合は、E-mail で提出し、電話にて受信の確認をすること。なお、

質問が無い場合も、提出があった質問の回答が必要な場合は、質問の受付期

限までに受信先を E-mail で連絡し、電話にて受信の確認をすること。 

・提出先 (1) 担当部局 

・受付時間 令和６年１０月３日（木）～１０月４日（金）午後５時まで 

・回答 令和６年１０月１０日（木）に E-mail で回答を送付する。 

 

（3）企画提案書の提出 

・提出期限 令和６年１０月２１日（月）午後１時までに必着 

        なお、企画提案書の提出をもって本プロポーザルの参加を表明したとする。 

・提出先 (1) 担当部局 

・提出物 ・企画提案書（以下の様式及び添付資料） 

様式１ 企画提案書    

様式２ 企業の概要等   

様式３ 企業の元請実績 

様式４ 業務の実施方針 

様式５ 企画書（自由形式）  

 ・参考見積 

 ※別紙「仕様書」の全ての業務（企画提案書の内容を含む）に要する費用

について記載すること。（様式自由） 

 ※予算金額に対して、非常に安価な見積提示は人件費等の観点から業務遂

行において信頼性を欠くため、適切な人員配置等を考慮し、適正な価格

で算出すること。 

・JISQ15001（プライバシーマーク取得）認定書（コピー可） 

        ・印鑑証明及び履歴事項全部証明書（各１部、３ヶ月以内に取得したもの、

令和６・７年度の王寺町入札参加資格を有する場合は提出不要） 

・提出方法 郵送又は持参 

（郵送の場合は、書留等の郵便局が配達した事実の証明が可能な方法で送付

してください。） 

・提出部数 １０部（印鑑証明及び履歴事項全部証明書は１部で構いません） 

 

（4）ヒアリング 

企画提案書について、以下のとおりヒアリングを予定していますが、詳細については企画提

案書提出後に個別に通知します。 

・日時 令和６年１１月５日（火）  時間は個別にご案内します。 

・場所 王寺町役場３階 応接会議室 

・出席者 原則として、契約締結後に主担当者となる予定の方が説明及び回答を行って

ください。会場に入室できるのは、３名以内とします。 
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・所要時間 プレゼンテーション２０分以内、質疑応答１０分以内 

※プレゼンテーションに各自の責任においてパソコン等の機材を用いることはできます

が、提案書記載内容以上の情報内容の提示は認めません。 

※プロジェクター及びスクリーンは王寺町で準備します。 

 

（5）受託業者の特定 

① 特定について 

 企画提案書及びヒアリング（実施する場合）を基に、後述する「４．受託業者を特定するた

めの評価基準」（１００点）により審査し、最高得点を得た者を契約の委託候補者とし、２

番目に高い得点の者を次点者として特定します。参加事業者が１者であっても本プロポー

ザルは成立するものとしますが、審査の合計点数が満点の６割未満の場合は特定しません。

最高得点を取得した者が２者以上ある場合は、審査員の投票により決定します。 

② 通知について 

 企画提案書を提出した者には、特定又は非特定の通知をします。なお、選定に関する異議等

は一切受け付けません。 

 

４．受託業者を特定するための評価基準 

 別紙１の通り 

 

５．企画提案書の作成等 

（1）留意事項 

・ 作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とします。 

・企画提案書の表紙は様式１により作成してください。また、全ての添付資料はＡ４版より

小さい縮小コピーはしないこと。 

・Ａ４縦長片面とし、文字は１０．５ポイント以上とします。 

・図表中の文字が判読しがたい場合は、評価の対象としません。 

・右肩以外に商号又は名称を記載しないでください。 

・書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法による

ものとします。 

 

（2）企業の元請実績 

「２．参加資格」の(6)に掲げる資格があることが判断できる実績を１件以上、様式３に記

載してください。実績は元請けとして受注したものに限るものとし、下請、協力会社、再委

託先等、元請として受注していないものは実績として認めません。業務内容が判断できる業

務計画書の写し、契約書の写し等、実績が明確に判断できる資料を添付してください。添付

資料により実績が明確に判断できない場合は、参加を認めず、非選定とします。 

 

（3）実施方針等 

業務の実施方針、実施フロー、工程計画、実施体制等について様式４に記載してください。

工程計画の作成にあたっては、開始時期を令和６年１１月中旬、完了時期を令和８年３月中旬

とします。なお、枚数は２枚までとします。 
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（4）企画提案書 

  本業務を実施するにあたっての企画提案を行ってください。様式は自由形式（ただしＡ４縦

長）とし５枚まで（表面のみ）とします。 

 

（5）その他 

・提出された企画提案書は、内容の審査以外に提出者に無断で使用しません。 

・提出された企画提案書の提出期限以降における再提出は認めません。 

・なお、提出期限内であっても、部分的な差しかえ及び追加は認めません。また、提出期限

内に再提出があった場合は、最後に到達したもののみを審査の対象とします。 

・原則としてプロポーザルを理由とした職員等に対するヒアリングは禁止します。 

・提出書類について、この書面及び別添の書式に示された条件に適合しない場合は無効とす

ることがあります。 

・ 企画提案書に虚偽の記載をした場合は、当該業務の企画提案書を無効とします。 

 

 

 

（6）参考見積について 

参考見積において、業務量の目安として示している限度額を超えている場合、もしくは、仕

様書に記載されている業務項目に対応する見積項目が不足している場合については、選定しま

せん。 

 

６．その他の留意事項 

(1) プロポーザルに参加する費用は、すべて参加者の負担とします。 

(2) 提出書類等で用いる言語は日本語、通貨は日本円とします。 

(3) 提出書類の著作権は、プロポーザルの参加者に帰属します。ただし、王寺町が本案件のプロ

ポーザルに関する報告、公表等のために必要な場合は、プロポーザル参加者の承諾を得ずに

提出書類の内容を無償で使用できるものとします。また、本案件に係る情報公開請求があっ

た場合は、王寺町情報公開条例に基づき提出書類を公開することがあります。 

(4) 提出された書類は一切返却しません。 

 

 

以上 

 


